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法令適用事前確認手続 回答書

平成２０年１０月２２日

池田総合特許法律事務所

弁護士 池田 伸之 殿

国土交通省総合政策局不動産業課長

平成２０年９月２４日付けをもって照会のあった件について、下記のとおり回答します。

なお、本回答は、照会に係る法令の条項を所管する立場から、照会者から提示された事実のみを

前提に、照会対象法令の条項との関係のみについて、現時点における見解を示すものであり、もと

より、捜査機関の判断や罰則の適用を含めた司法判断を拘束するものではありません。

記

１ 回答

照会のあった事実については、照会法令のうち、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７

６号）第６５条第２項第２号及び第６６条第１項第９号の適用対象となる。

なお、同法第８１条第２号については罰則に係る条項であり、その適用の有無については、

行政機関として回答できない。

２ 当該事実が照会法令の適用対象となることに関する見解及び根拠

（１）宅地建物取引業法第４７条第３号は、「手付けについて貸付けその他信用の供与をすること

により契約の締結を誘引する行為」から相手方等の保護を図る趣旨で設けられたものであるが、

宅地建物取引業者が買主側の代理又は媒介を行う場合であっても、当該行為が想定されること

に照らすと、本条は、宅地建物取引業者が自ら売主となる場合に限らず、売主・買主いずれの

側の代理又は媒介を行う場合であっても、同条第３号に掲げる行為を禁止しているものと解さ

れる。

（２）したがって、照会のあった事実において、宅地建物取引業者Ｃが買主側の媒介を行う場合で

あっても、その行為が「手付けについて貸付けその他信用の供与をすることにより契約の締結

を誘引する行為」であれば、当該事実には、同法第６５条第２項第２号及び同法第６６条第１

項第９号の適用がある。


